


























2020 年度事業報告

2020年 4月 1日から 2021年 3月 31日まで

 一般財団法人 中部圏地域創造ファンド

一般財団法人中部圏創造ファンド（以下本財団と言う）は、2018年 2月 15日に設立し、ＮＰＯ等

をはじめとする民間公益活動を行う団体に対して、資金支援や人材育成支援等を行う事業を展開して

きた。

2020年度においては、各種基金の設立・運営に努めるとともに、受託事業である東海ろうきん

NPO支援事業の実施や、2019年度に選定された休眠預金・草の根活動支援事業の資金分配団体とし

て各実行団体を伴走支援することで、ＮＰＯ等をはじめとする民間公益活動を支援した。また、休眠

預金資金による緊急支援事業である新型コロナウイルス対応支援助成事業の資金分配団体に応募・選

定され、この事業の実行団体を選定し、それぞれの事業スタートを支援した。

1 基金事業

（１）わたしの基金（冠基金）

①水谷潤平教育基金

3年目となる本年度は、7万 5千円を受け入れ（6月 21日）、「NPO法人全国こども福祉セン

ター」に 4万円、「NPO法人子どもの虐待防止ネットワーク・あいち（ＣＡＰＮＡ）」 に２万円

を寄付（7月 7日）した。

②ハルカ基金

一般財団法人愛知県労働者福祉基金協会から 58万円を受け入れ、就労支援を目的とするハルカ基

金を設置（12月 25日）した。同協会と本法人の協議の結果、「NPO 人法 ささしまサポートセン

ター」及び「NPO 人法 ママ・ぷらす」に対し各 20万円、計 40万円を活動資金として寄付した。

（２）いいね基金（共感基金）と財団応援基金

別紙１のとおり寄付金を受け入れた。

２ 休眠預金等活用法における資金分配団体としての事業

（１）草の根活動支援事業＿NPO等による協働・連携構築事業（2023年 3月まで）

①実行団体と 3年間の資金提供契約を締結
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2020年 2月に選定した実行団体（3チーム 12団体）について、各団体と事業計画、評価計画及び

資金計画の精緻化協議を進めた上で、2020年 4月中に資金提供契約を締結（正式決定）した。

（別紙２参照）

②実行団体を伴走支援

・毎月 1回、グループごとに訪問もしくはオンライン面談を実施し、事業の進捗状況の把握と助言

を行った。

・各実行団体から提出される月次報告に基づき会計支援を行った。

・NPO会計専門税理士による会計支援、弁護士によるガバナンス（規程類整理）整備支援を行った。

・ファンドレイジングをテーマとする研修を実施した。

③実行団体へのコロナ緊急支援

・JANPIAが募集したコロナ緊急支援（追加助成金）に関し、希望する 4団体について JANPIAへ

申請し、認められた計 2,904,808円の助成金を給付した。

④資金分配団体としての事前評価を実施

・6名の関係者（有識者）インタビュー及び文献調査を実施

・評価委員会を開催

・2020年 6月 14日、オンライン会議

・委員：雨森理事、服部理事、加藤評議員

⑤資金分配団体の資金計画の変更

・JANPIAとの契約の遅れやコロナ禍の影響に対応するため、2022年度までの資金計画を見直し、

JANPIAと修正の覚書を締結した。

（２）新型コロナウイルス対応緊急支援助成＿生活困窮世帯や社会的孤立

者への支援事業（実行団体助成金約 1億円、対象事業期間 1年）

①資金分配団体に申請し選定される

・2020年 6月 12日、「生活困窮世帯や社会的孤立者への支援事業」をテーマの事業計画を

JANPIAへ申請し、7月 10日付で内定。8月 17日に資金提供契約を締結した。

②実行団体の募集と選定

・8月 17日、実行団体を公募（オンライン説明会を 2回開催）し、9月末の締め切りまでに 40団

体（計 218,353,170円）の申請を受理した。

・10月 17日、選定会議をオンラインで開催して 21団体を選出し、10月 21日開催の理事会で正

式に選定した。（後に 1団体が辞退し、全体で 20団体）
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・選定委員  日本福祉大学執行役員・教授

  愛知淑徳大学大学院教授

 南山大学准教授

③実行団体と契約を締結し事業スタート

・各実行団体と事業計画、資金計画の精緻化を協議し、2021年 2月までに全団体と資金提供契約

を締結し、助成金（上半期分）を交付。

（別紙３参照）

④実行団体を伴走支援

・毎月 1回のオンライン面談、月次報告とともに、全ての団体を訪問し、また専門家の派遣等を

行い会計支援やガバナンス整備支援を実施した。

３ 東海ろうきんＮＰＯ育成助成事業各実行団体 （東海労働金庫から受託。2018 年度から毎年度実

施、ＮＰＯへの助成総額は年約 1000 万円）

（１）2020年度助成

①助成先団体の選定

・2020年 4月 12日（日）、5名の運営委員による選考会を実施した。新型コロナウィルス感染対策

のため、候補者団体の面談に変えてメールによる質問回答方式とし、オンライン会議により運営

委員が協議して、助成対象ＮＰＯを採択した。

（別紙 4参照）

②採択 18団体に対する説明会を実施

・日時：2020年 6月 23日（火）14時、場所：東海労働金庫会議室（名古屋市中区）

・内容：助成金交付式、会計処理等の説明

③伴走支援

・運営委員（若しくは所属団体員）と本法人の役職員の 2名 1組で当該団体を訪問し、事業の進

捗状況を確認し助言等を行った。

・実施状況：全 18団体を、9月から 10月初旬、及び 12月から 1月の 2回訪問した。（一部はオ

ンライン面談）

④実績報告会

・10月の中間報告及び 21年 2月の事業終了後の実績報告を踏まえ、実績報告会を実施した。

・日時と場所：2021年 3月 29日（月）13時 00分～16時 30分、東海労働金庫本店大会議室（名
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古屋市中区）

・内容：各団体の発表と運営委員のコメント、質疑

（２）2021 年度助成

① 2021年 1月初頭から公募を開始し、同年 2月末までに東海 3県の 60団体が助成を申請。

（申請数）

全部門（60団体） 愛知県（名古屋市除く）22団体、名古屋市 19団体

岐阜県 14団体、 三重県 5団体

新規事業部門（30団体）

1団体 30万円まで

愛知県（名古屋市除く）12団体、名古屋市 9団体

岐阜県 6団体、 三重県 3団体

継続発展部門（27団体）

1団体 100万円まで

愛知県（名古屋市除く）10団体、名古屋市 9団体

岐阜県 6団体、 三重県 2団体

組織強化部門（3団体）

1団体 100万円まで

愛知県（名古屋市除く）0団体、名古屋市 1団体

岐阜県 2団体、 三重県 50団体

４ 理事会・評議員会の開催

①２０２０年度第１回理事会（みなし決議による）

日時：２０２０年５月２６日決議 

議題：２０１９年度事業報告・決算報告案（監査報告）を承認。「定時評議員会（みなし決

議による）の招集」を承認、理事長、副理事長職務の代行順位を承認

②２０２０年度定時評議員会（みなし決議による）

日時：２０２０年６月１０日決議

議題：２０１９年度事業報告・決算報告（監査報告）を承認

③２０２０年度第２回理事会（みなし決議による）

日時：２０２０年８月１４日決議

議題：休眠預金・新型コロナウイルス対応緊急支援助成事業実行団体公募要領を承認、 新型

コロナウイルス対応緊急支援助成事業選定会議の設立と選定委員の選任を承認、役員報

酬額を承認、新型コロナウイルス対応緊急支援助成事業資金提供契約の締結を承認
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④２０２０年度第 3回理事会

日時：２０２０年１０月２１日決議

場所：愛知県林業会館 ２階会議室

議題：「休眠預金事業＿生活困窮世帯や社会的孤立者への支援事業における実行団体の選

定」を選定会議の報告どおり承認

⑤２０２０年度第４回理事会

日時：２０２０年年１２月２１日（月）決議

場所：愛知県林業会館 ２階会議室

議題：休眠預金コロナ緊急助成事業＿生活困窮世帯や社会的孤立者への支援 における、

実行団体との資金提供契約締結」を承認

５ 事務局会議の開催

本財団の業務執行理事と事務局職員による事務局会議を開催し、業務の進捗状況、課題、取組

方法などを議論した。本年度は全てオンライン開催とした。

原則として毎週木曜日、計 49回開催した。

5



2018年度 決算報告書

第 2 期

自 2018年 4月1日

至 2019年 3月31日

一般財団法人中部圏地域創造ファンド















決 算 報 告

第 3 期

自 2019年 4月1日

至 2020年 3月31日

一般財団法人中部圏地域創造ファンド



















損益計算書（正味財産増減計算書）
一般財団法人中部圏地域創造ファンド

科 目 当年度 前年度 増減
Ⅰ 一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部

①受取助成金等

受取助成金 123,551,808 64,523,100 59,028,708

②受取寄付金

受取寄付金
指定正味財産からの振替額 655,072 1,050,006 △ 394,934

③事業収益
受託料 2,320,000 3,000,000 △ 680,000
自主事業収益 12,000 △ 12,000

④雑収益
受取利息 11 9 2

雑収益 0 120,000 △ 120,000

経常収益 計 126,526,891 68,705,115 57,821,776

①事業費
支払助成金 80,469,392 40,000 80,429,392

役員 報酬 1,350,000 300,000 1,050,000
給与 手当 12,918,200 5,123,165 7,795,035
臨時雇賃金 0 139,120 △ 139,120
福利厚生費 2,311,629 314,106 1,997,523
諸 謝 金 1,811,220 819,500 991,720
旅費交通費 360,226 457,664 △ 97,438
業務委託費 530,000 0 530,000

印刷製本費 91,700 150,291 △ 58,591

通信運搬費 504,049 53,650 450,399

会 議 費 22,920 31,335 △ 8,415

地代  家賃 240,000 64,000 176,000

賃 借 料 27,300 94,410 △ 67,110

消耗品 費 915,145 466,245 448,900

修 繕 費 4,147 85,250 △ 81,103
新聞図書費 0 17,240 △ 17,240
減価償却費 287,728 188,650 99,078
租税 公課 600 600 0
支払手数料 120,310 28,069 92,241
雑 費 8,812 540 8,272

事業費 計 101,973,378 8,373,835 93,599,543

②管理費
会  議  費 0 21,988 △ 21,988

旅費交通費 540 188,750 △ 188,210

通信運搬費 390 49,512 △ 49,122

減価償却費 0 49,248 △ 49,248

消耗品  費 5,160 15,312 △ 10,152

地代  家賃 0 176,000 △ 176,000
賃  借  料 23,100 27,720 △ 4,620
租税 公課 450 11,450 △ 11,000
支払手数料 500 28,733 △ 28,233
雑 費 10,000 11,270 △ 1,270

管理費 計 40,140 579,983 △ 539,843
経常費用計 102,013,518 8,953,818 93,059,700

当期経常増減額 24,513,373 59,751,297 △ 35,237,924

  ２．経常外増減の部

経常外収益  計 0 0 0

経常外費用  計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0
税引前一般正味財産増減額 24,513,373 59,751,297 △ 35,237,924
法人税民税及び事業税 144,500 71,008 73,492
当期一味財産増減額 24,368,873 59,680,289 △ 35,311,416
一般正味財産期首残高 59,936,454 256,165 59,680,289
一般正味財産期末残高 84,305,327 59,936,454 24,368,873

Ⅱ 指定正味財産増減の部
受取運用益

基本財産受取利息 29 37 △ 8

受取寄付金
基本財産 0 0 0

冠基金増加額 655,000 1,080,000 △ 425,000

当法人設置基金増加額 250,000 0 250,000
当法人支援基金増加額 0 0 0
その他の基金増加額 0 0 0

一般正味財産への振替額 △ 655,072 △ 1,050,006 394,934
当期指定正味財産増減額 249,957 30,031 219,926
指定正味財産期首残高 3,130,043 3,100,012 30,031
指定正味財産期末残高 3,380,000 3,130,043 249,957

Ⅲ 正味財産期末残高 87,685,327 63,066,497 24,618,830

[税込]（単位：円）

自 2020年 4月1日  至 2021年 3月31日

(1)経常収益

(2)経常費用

(1)経常外収益 

(2)経常外費用

(※)一般正味財産期末残高には、次年度以降執行分の休眠預金事業残高83,648,614円（草の根18,754,731円、コロ
ナ64,893,883円）が含まれており、これらを控除した一般正味財産期末残額は658,713円である。



資産計上による費用の減少により＋140948円
法人税等の増加額により△5,300円
合計135,648円、当期正味財産期末残高が増加しています。
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貸借対照表及び損益計算書の附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細
財務諸表に関する注記の記載事項に同じ。

財務諸表に関する注記

有形固定資産は定率法により減価償却しています。

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

設立時拠出金 3,000,000 3,000,000

特定資産

法人設置基金 100,000 250,000 350,000

冠基金（水谷潤平教育基金） 75,000 75,000 0

冠基金（ＮＰＯ支援基金） 30,000 30,000

冠基金（ハルカ支援基金） 580,000 580,000 0

受取利息 43 29 72 0

合 計 3,130,043 905,029 655,072 3,380,000

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

1.重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法

(2)基本財産及び特定財産の増減額及びその残高

(3)消費税等の会計処理





指定正味財産の部の計算内訳

科目 前期末残高
当期増加額 当期減少額（一般へ振替） 当期末残高

合計 助成金充当額 事業管理費 法人会計 合計 助成金充当額 事業管理費 法人会計 合計 助成金充当額 事業管理費 法人会計
基本財産

基本財産  3,000,000              -             -             -             -             -             -             -             -  3,000,000             -             -  3,000,000 

小計  3,000,000              -             -             -             -             -             -             -             -  3,000,000             -             -  3,000,000 

特定資産
冠基金 水谷潤平基金              -      75,000     50,000     25,000             -     75,000     50,000     25,000             -              -             -             -              - 

ハルカ基金    580,000   400,000   180,000   580,000   400,000   180,000             -              -             -             -              - 
法人設置基金    100,000             -             -             -             -             -    100,000             -             -    100,000 

            -             -             -             -             -              -             -             -              - 

支援基金      30,000             -             -             -             -             -             -      30,000             -             -      30,000 

   250,000             -             -   250,000             -             -             -             -    250,000             -             -    250,000 

受取利息            43            29             -             -           29           72             -             -           72              -             -             -              - 

             -             -             -             -             -             -             -             -              -             -             -              - 

小計    130,043    905,029   450,000   205,000   250,029   655,072   450,000   205,000           72    380,000             -             -    380,000 

合計  3,130,043    905,029   450,000   205,000   250,029   655,072   450,000   205,000           72  3,380,000             -             -  3,380,000 



一般財団法人中部圏地域創造ファンド

正味財産増減計算書

科 目
事業会計

法人会計 合計 備考
基金事業 一般事業 計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部

①受取助成金等

受取助成金 2,904,808 120,647,000 123,551,808 123,551,808

②受取寄付金

指定正味財産からの振替額 655,031 0 0 0 655,031 41 655,072

③事業収益

受託料 2,320,000 2,320,000 2,320,000

⑤雑収益 0

受取利息 0 11 11

経常収益計 655,031 2,320,000 2,904,808 120,647,000 126,526,839 52 126,526,891

①事業費

支払助成金 460,000 32,415,667 47,593,725 80,469,392 80,469,392

役員報酬 46,242 163,758 720,000 420,000 1,350,000 1,350,000

給与手当 203,830 721,828 6,767,994 5,224,548 12,918,200 12,918,200

福利厚生費 43,532 154,160 1,252,537 861,400 2,311,629 2,311,629

諸謝金 22,716 585,444 907,220 295,840 1,811,220 1,811,220

旅費交通費 816 36,400 248,938 74,072 360,226 360,226

業務委託費 250,000 280,000 530,000 530,000

印刷製本費 12,480 2,580 76,640 91,700 91,700

通信運搬費 3,035 38,626 134,838 327,550 504,049 504,049

会議費 13,200 9,720 22,920 22,920

地代家賃 5,153 18,247 150,000 66,600 240,000 240,000 事務所家賃按分

賃借料 22,350 4,950 27,300 27,300

消耗品費 5,084 20,311 432,908 456,842 915,145 915,145

修繕費 914 3,233 4,147 4,147

減価償却費 55,599 196,892 35,237 287,728 287,728

租税公課 600 600 600

支払手数料 10,608 35,584 48,125 25,993 120,310 120,310

雑費 570 2,242 6,000 8,812 8,812

事業費計 858,099 1,989,805 43,372,357 55,753,117 101,973,378 0 101,973,378

②管理費

旅費交通費 0 540 540

通信運搬費 0 390 390

消耗品費 0 5,160 5,160

賃借料 0 23,100 23,100

租税公課 0 450 450 収入印紙

支払手数料 0 500 500

雑費 0 10,000 10,000

管理費計 0 0 0 0 0 40,140 40,140

経常費用計 858,099 1,989,805 43,372,357 55,753,117 101,973,378 40,140 102,013,518

当期経常増減額 △ 203,068 330,195 △ 40,467,549 64,893,883 24,553,461 △ 40,088 24,513,373

2. 経常外増減の部

0 0

経常外収益計 0

0 0

経常外費用計 0 0

当期経常外増減益 0

他会計振替額 △ 235,917 △ 256,695 △ 492,612 492,612 0

税引前当期一般正味財産増減額 △ 438,985 73,500 △ 40,467,549 64,893,883 24,060,849 452,524 24,513,373

法人税、住民税及び事業税 73,500 73,500 71,000 144,500

当期一般正味財産増減額 △ 438,985 0 △ 40,467,549 64,893,883 23,987,349 381,524 24,368,873

一般正味財産期首残額 438,985 0 59,222,280 59,661,265 275,189 59,936,454

一般正味財産期末残額 0 0 18,754,731 64,893,883 83,648,614 656,713 84,305,327

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取運用益

 冠基金受取利息 0 0

 当法人設置基金受取利息 0 0

 当法人支援基金受取利息 0 0

 その他の基金受取利息 0 29 29

受取寄付金 0 0

冠基金増加額 655,000 655,000 655,000

当法人設置基金増加額 0 0

当法人支援基金増加額 △ 30,000 △ 30,000 280,000 250,000 部門修正

一般正味財産への振替額 655,031 0 0 0 655,031 41 655,072 本年度執行分を振替

当期指定正味財産増減額 △ 30,031 0 0 0 △ 30,031 279,988 249,957

当期指定正味財産期首額 130,031 0 0 0 130,031 3,000,012 3,130,043

当期指定正味財産期末額 100,000 0 0 0 100,000 3,280,000 3,380,000

Ⅲ 正味財産期末残高 100,000 0 18,754,731 64,893,883 83,748,614 3,936,713 87,685,327

2020年4月1日から2021年3月31日まで
(単位：円)

休眠預金
（草の根）

休眠預金
（コロナ）

（1）経常収益

2020年度入金額。2021年度執行分含

（2）経常費用

（1）経常外収益

（2）経常外費用

(※１）

(※1)一般正味財産期末残高には、次年度以降執行分の休眠預金事業残高83,648,614円（草の根18,754,731円、コロナ64,893,883円）が含まれており、
これらを控除した一般正味財産期末残額は658,713円である。










